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学校法人東邦大学 平成３１年度事業計画 

 

 

Ⅰ．はじめに 

2018 年度は、創立 90 周年記念事業の集大成として新大橋病院が開院した記念すべき年

であり、6 月の開院以降、高機能・高稼働の病院として高度な医療を提供している。一方、

1991 年の開校より多くの優秀な看護師を輩出してきた佐倉看護専門学校は、3 月末をもっ

て閉校する。これまで培ってきた伝統と実績は、2017 年度に開設した健康科学部へ発展的

に継承されており、5 学部を擁する自然科学系総合大学として、中・高等学校を含めた連携

がより一層強化されている。イギリスの高等教育情報誌「THE（Times Higher Education）」

による「THE 世界大学ランキング」2019 年版において、世界約 3 万校の大学のうち 801-

1000 位に初めてランクインを果たす等、大学のクオリティに対する評価は着実に高まって

いる。財政面においては、診療報酬改定や大橋病院移転の影響が懸念されていたが、法人全

体では予算を上回る基本金組入前当年度収支差額を確保できる見込みである。 

2019 年度は、新天皇が即位し、元号が改まる歴史的な局面を迎える年であり、消費税増

税と増税に伴う診療報酬改定も予定されている。又、4 月からは「働き方改革関連法」が順

次施行される。本法人はかねてより、柔軟な勤務体制の構築、タスク・シフティング、業務

効率化による時間外労働の削減等を推進しており、引き続き「医師の働き方改革」の進捗を

注視しつつ、率先して健全な職場環境の整備に努めていく。 

なお、働き方改革に留まらず、地域医療構想、2040 年に向けた高等教育のグランドデザ

イン（答申）、大学入試制度改革等、法人経営を取り巻く環境は急速に変化しつつある。法

人では別途「2019 年度～2021 年度 中期経営計画」の検討を進めており、さらに大学では、

創立 100 周年を見据えた「東邦大学グランドデザイン 2025」を策定し、ビジョン（ありた

い姿）の実現に向けたロードマップの緒に就いた。これらの中長期計画を踏まえながら、そ

の初年度として、教育・研究・医療の質の向上、財政基盤の強化に向けて法人一丸となり取

り組んでいく所存である。 

2019 年度の事業計画は、このような認識に基づいて下記の事業を積極的に推進し、着実

な事業経営を行っていく。 

 

 

II.主要な事業計画 

１．教育 

（１）入学志願者および優秀な学生（生徒）の確保 

【大学】 

18 歳人口は、1992 年の約 205 万人から現在約 117 万人と 4 割減少している。2009 年～
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2020 年頃までは、ほぼ横ばいで推移するが、以降は再び減少のピッチが速まり、2031 年に

は 99 万人にまで減少すると推測されている。又、私立大学の入学定員充足率の状況をみる

と、100％未満の大学は、2018 年度の集計では 210 校と、大学全体に占める未充足校の割

合は 36.1％（前年度比 3.3％減）になっている（私学事業団「平成 30（2018）年度 私立

大学・短期大学等入学志願動向（2018 年 5 月 1 日現在）」より）。このような環境のなか、

本学における 2019 年度入試の入学志願者総数は、5 学部合計で 11,227 名（前年度比 683

名減）と目標である志願者 1 万人以上を維持しており、募集人員比で 11 倍を超える志願倍

率を達成した。看護学部では前年度比 24 名増、又、理学部では一般入試 A 日程で 6 学科全

てにおいて前年度の志願者数を上回っており（合計 78 名増）、理学部全体を見ても前年度

増の結果となった。近年、理学部の入試改革を進めてきた成果が少しずつ現れてきたのでは

ないかと考察される。一方で、志願者が大幅に減少した医学部については入試改革、薬学部

については特に広報活動の強化、健康科学部については募集期間の改善と入試改革が必要

と考えられ、さらに分析を進め、改善を図る。 

今後も「建学の精神」に沿った教育を実践するとともにその認知を図り、受験生に「選ば

れる大学」となるよう、引き続き、全学的に広報活動の充実を図るとともに、2019 年 4 月

に新たに設置するアドミッションセンターを中心に入学者選抜方法の改善および入学者選

抜の円滑な実施に資する施策を推進していく。 

 

【付属東邦中・高等学校】 

 3 年目となる完全中高一貫教育体制のなかで、「選ばれる学園」（健全な進学校）作りに取

り組んでいる。2019 年度は中学入試における募集定員の見直しを検討するとともに国内外

の帰国生への広報活動を充実させ、引き続き優秀な生徒の確保をめざす。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 保護者や受験生に本学の教育内容を理解していただくため、積極的な広報活動を行う。学

校説明会での内容の充実を図るとともに、授業・行事の様子や部活動の活躍に関する情報を

ホームページにて学外へ発信していく。体育祭や文化祭といった行事における小学生見学

案内の促進、塾や進学教室の学校説明会への参加を通じて優秀な生徒の確保をめざす。又、

学内の奨学金制度を充実させ、家庭への支援も適宜実施していく。 

 

（２）国家試験合格率の高位安定化 

2018 年の国家試験合格率（新卒・既卒合計）は、医師 96.3％（全国平均 90.1％）、薬剤

師 84.9％（同 70.6％）、看護師は看護学部 96.3％・佐倉看護専門学校 100％（同 91.0％）、

保健師 81.0％（同 81.4％）、臨床検査技師 100％（同 79.3％）と、前年に引き続き好成績で

あった。 
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【医学部】 

筆記試験対策としては、これまで同様に 6 年次生全員を対象として、修学支援センター

を中心に 5～10 月の集中臨床講義、11～1 月の直前対策講義、年間を通じた補習講義を行

う。又、5 年次 3 月末の模擬試験、6 年次 6 月のプレ卒業試験により到達度の確認をする。

さらに、8 月・11 月の 2 回の卒業試験ののち 12 月の模擬試験を義務づけて、成績の底上げ

を図る。成績下位者に対しては、5 年次 2 月と 6 年次 12 月に特別合宿を行うほか、6 月・

9 月・1 月に個別面接を実施し、成績の改善と精神面でのケア、意欲の向上を図る。2020 年

から必修化が決定している臨床実習後 OSCE（PccOSCE）対策としては、4 年次の「臨床

推論演習」・「臨床検査・生理機能検査実習／シミュレーション実習」において臨床能力の基

本を学ぶとともに診療参加型実習を充実させる。さらに、診療参加型実習の評価を厳格に行

うことで学修到達度評価を適切に行う。2018 年度にリニューアルしたシミュレーションラ

ボは、臨床技能学修センターへ改称し、引き続き教育の質的向上をめざしていく。又、2019

年 8 月実施予定の全国トライアルに参加する。 

 

【薬学部】 

自学自習の習慣化を目的として 2016 年度から導入した TBL（Team Based Learning）

が効果を上げつつあることにより、薬剤師国家試験合格率の長期的な高位安定化を図るた

めの中長期的対策として、2019 年度も引き続き、1 年次春学期開講科目「基礎物理学Ⅰ」、

「基礎化学」、「基礎生物学」と、2 年次秋学期開講科目「総合科学演習」にて TBL を実施

する。これにより、高学年次の学習への好影響が期待される。短期的対策としては、特に 6

年次生において国家試験の早期意識づけのため、2019 年度も春学期開始時に「スタートア

ップ模試」を行うとともに、春学期開始時および夏期休暇前の演習科目ガイダンスをより充

実させ、入念に行う。成績下位者に対する指導については、従来通り薬学総合教育部門を中

心に、夏期休暇中の特別補講をさらに充実させていくとともに、面談等による個別の指導を

実施する。又、2017 年度から教務委員と薬学総合教育部門との間での話し合いの場を設け

たことで、成績上位者を含めた学生指導等についての迅速な対応策の検討が可能となった。

2019 年度も適宜話し合いを行い、その結果等に基づき、成績上位者に対しても所属研究教

室等と協同してきめ細やかで効果的な指導を実施する。 

 

【理学部】 

臨床検査技師課程の 4年次においては、春学期で国家試験受験資格科目の履修を終了し、

8 月より 5 週間の臨地実習（本学医療センター3 施設と大学病院 5 施設、総合病院 2 施設）

を予定している。これにより医療人としての自覚と実践的知識・技術の定着を図る。又、

2019 年度より臨地実習前に知識・技術を確認する機会を設ける予定である。秋学期からは

臨床特別講義としての国家試験対策講義と模擬試験を実施し、高い合格率の維持をめざす。
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さらに、臨床検査技師としての先進的な知識・能力の向上と飛躍のため、希望者に対して遺

伝子分析科学認定士試験受験の機会を設ける。3 年次においては、2019 年度より生命圏環

境科学科の学生を加えた 4 学科で行うことになるが、これまで同様に全学部共通教育への

参加、国家試験を視野においた講義、過去問の解説を実施し、早期からの準備を促す。又、

3 年次生全員を対象に 9 月の多目的補講期間において大学病院や検査センターの見学を行

い、職務の理解と勉学意欲の向上を図る。 

 

【看護学部】 

看護師国家試験の合格率は毎年全国平均を上回り、国試対策の効果が現れている。3 年次

は必修問題対策講座、低学年国試模試（年 2 回）を実施する。4 年次は対策講座（必修対策：

年 6 回、国試対策：年 3 回）、模擬試験（年 3 回）を計画し、1 年をかけて成績向上につな

げていく。保健師課程の選択学生に対しては、4 年次に対策講座（国試対策：年 4 回）、模

擬試験（年 3 回）を計画している。又、国家試験対策委員、アドバイザーならびに学生国試

対策委員の 3 部門が協力し、修学支援を行っていく。模擬試験の成績下位者には、国試対策

委員長、アドバイザーから個別指導を行い、問題対策や面談・体調管理のアドバイス等の充

実により勉学意欲の向上・成績改善を図る。 

 

【健康科学部】 

第１期生の 2021 年看護師･保健師国家試験合格率 100％をめざし、教務委員会と学生委

員会ならびにアドバイザーが協力して、学生の継続的な修学支援をしていく。3 年次は年度

当初に低学年国試模試を企画･実施する。さらにメディアセンターで導入される Web 学習

支援ツールを活用し、積極的な自己学習も促進していく。又、2018 年度に引き続き、1 年

次は、国家試験の概要について特別講座を企画し、早期より国家試験に関する心構えを意識

づけしていく。2 年次は、国家試験対策として低学年模試や国試対策講座を行い、学生が主

体となる説明会も行う計画である。 

 

（３）特色ある教育への取り組み 

【医学部】 

2016 年度に学習成果基盤型（修得型）の新カリキュラムがスタートしてから 4 年目を迎

え、能動学習を推進するとともに、人文社会学科目を必修科目とし人間性教育の強化を図っ

ている。又、科学的探究心と思考能力の育成を図るために、必修化した卒業研究の充実を図

るとともに、科目等履修生として大学院医学研究科博士課程の授業科目を履修し、単位を先

行履修できる制度を導入する。特色ある授業としては、全人的医療人教育の充実と多彩な選

択科目の設定、2 年次に行う医薬合同生命倫理演習、選択ではあるが全学部共通教育科目「チ

ーム医療演習」を実施し、多職種連携・チーム医療への意識強化を図る。又、国際化に向け

た医学英語力強化のため、4 年次に English OSCE を実施している。 
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【薬学部】 

学術交流協定締結校である瀋陽薬科大学との短期交流プログラムを 2019 年度も継続し

て実施する。2017 年度より、新たに学術交流協定校となったアメリカ・カリフォルニア州

の Western University からは、4 名の学生を短期研修生として受入れ予定である。5 年次

開講科目の「海外実務実習」は、アメリカ・テキサス州の Baylor Scott & White 記念病院・

同小児病院とポーランドのグダンスク医科大学で実施され、学生 10 名が履修する予定であ

る。薬剤師に必要とされる基本的資質であるコミュニケーション能力を醸成するために、1

年次の「薬学入門」、「コミュニケーション」、「基礎科学 TBL」、2 年次の「プレゼンテーシ

ョン」、「総合科学演習」等でグループワークを取り入れた授業を引き続き実施する。あわせ

て 2 年次に「ヒューマニズムⅡ」、4 年次に「ヒューマニズムⅣ（生命倫理シンポジウム）」、

選択科目ではあるが「チーム医療演習」を開講し、多職種連携の必要性の理解とチーム医療

への意識づけを図る。特に、医学部生と合同で実施される参加型学習の「ヒューマニズムⅡ」

では、高大接続の観点から、引き続き高校生の参加を募り、大学での学修を体験する機会を

設ける。5 年次には、将来のキャリアデザインから生涯にわたって学ぶことの必要性・重要

性を学び自己研鑽へとつなげる「社会への招待Ⅰ・Ⅱ」を新たに開講する。さらに「社会へ

の招待Ⅱ」では進路希望により 4 つのコースを設ける。又、1 年次には習志野キャンパス共

通教育科目「人間と生命」、「現代日本史」、「国際関係論」を開講している。「現代日本史」、

「国際関係論」については、薬学部開講科目であり、理学部生も履修できるよう引き続き実

施していく。共通教育科目の履修により、学部を越えた学生間の交流や学習の機会となるこ

とが期待される。 

 

【理学部】 

2018 年度入学生よりカリキュラム改定を行った生物学科では、生物学に関する学修意欲

を引き出すような導入教育、実習科目の平準化をめざした再配置、卒業研究履修前教育科目

を配当した。2 年目を迎え、基礎教育と専門教育との円滑な接続ができるように配当科目の

実施状況を注視していく。教員養成課程においては、2019 年度からの教育職員免許法改正

に伴い、2018 年度より新規科目を先行開設しており、引き続き円滑に実施できるように努

める。2017 年度から複数学部の交流型教育として開始した習志野キャンパス共通教育科目

「人間と生命」をはじめ、薬学部開講科目の一部を理学部生も履修できるよう引き続き実施

していくとともに、新規科目開設に向けてワーキンググループを立ち上げ、検討を行う。 

 

【看護学部】 

看護学を通じて保健・医療・福祉に貢献するため、深い知識と優れた技能および高い倫理

観に基づいた、豊かな人間性を備えた良き医療人の育成を教育理念として掲げている。2016

年度入学生から適用している新カリキュラムは完成年度を迎え、「人間性の形成」、「国際感
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覚の育成」、「感染関連科目の充実」、「がん看護教育の充実」といった特色ある教育を今後も

推進していく。看護学モデルコアカリキュラムによるカリキュラム改正を視野に入れ、発展

的教育改革を検討していく。 

必修科目である卒業研究を通して、学生の科学的思考力を育成するとともに、自立した人

間として主体的に判断し、多様な人々と協働しながら新たな価値を創造する力が身につく

よう指導する。海外研修の教育目標・内容を再検討し、異文化・他国医療の理解がさらに深

まるように計画する。 

 

【健康科学部】 

2019 年度は、生活に根ざした健康志向および看護実践力育成のための教育を開始して 3

年目となる。3 年次は演習および実習を通じて 2 年次に培った「人の健康をアセスメント・

支援する視点、および地域・生活者の視点」をより発展させ、対象や健康の多様性に対応す

るために成人、母性、小児、在宅等の各論実習を開講する。さらに、保健師関連科目である

「公衆衛生看護学実習Ⅰ」により、地域に根ざした健康志向を強化する。又、保健師課程受

講者（20 名定員）に対し保健師関連科目を開講する。倫理教育については、実習および演

習で意識的に倫理的題材を取り上げ、発展的に思考を展開させることで倫理観の醸成につ

なげる。2018 年度に引き続き、リーダーシップ育成教育の一環として、「組織論」、「プレゼ

ンテーション論」等により関係形成力の強化を図る。加えて共通教育科目の履修、および習

志野キャンパス共通教育科目の聴講を促すとともに、2 年次生では「感染看護」の授業の一

環として医学部開講科目「全人的医療人教育Ⅰ（倫理）」に参加する等、他学部生とともに

学ぶ機会を提供する。学生の主体的学習を促進するため、GPA（Grade Point Average）制

度、技術自己評価ツールの使用に加えて、TOEIC を導入し、学年別学修目標到達度評価を

実施することで形成評価を促す。又、ポートフォリオ導入により自己の振り返りと今後の目

標設定を促進し、学習への意欲向上を図る。自由科目の一部は全員が履修するよう必修化を

進め、初年次教育を強化する。異文化理解の促進（国際性、多様性の涵養）を目的に海外研

修（オーストラリア）を実施する予定である。 

 

【付属東邦中・高等学校】 

 建学の理念を活かした 6 ヵ年一貫教育を推進し、グローバル化・高度情報化社会の進展

に伴う諸問題（ICT 教育）等、社会的要請に対応できる意欲的な人材の育成をめざす。又、

今後予定されている学習指導要領の改訂・大学入試制度改革に関する情報の共有、対応を進

めていく。国際理解教育としては、海外研修（オーストラリア・シンガポール）や姉妹校と

の交流等、国内外での国際交流行事の充実を図るとともに参加生徒数の増加をめざす。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 中高 6ヵ年一貫校として、学力の向上だけでなく生徒各自の個性を伸ばし、「自分で考え、
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答えを出す」習慣、強い意志力、実践力、他者の立場に立って物事を考えることのできる柔

軟で寛大な精神を身につけた人材を育成する。今後予定されている学習指導要領の改訂・大

学入試制度改革等の社会的変化に対応できるカリキュラムを実施するとともに、国際感覚

を涵養するため、「交換留学生基金」を活用したアメリカのスティーヴンソン校、台湾の國

立臺南第一高級中學との交換留学を継続する。又、「人材育成基金」を活用し、有識者によ

る講演会や卒業生・保護者の授業参画等の進路啓発活動を積極的に行うことにより、生徒の

社会的意識の向上を図る。 

 

（４）教学環境の整備 

【大森キャンパス】 

 医学部では、先進的で利便性の高い学習環境を整備するため、2 号館 M3 階の旧シミュレ

ーションラボ跡地に現在本館 3 階にある第 4・5 セミナー室を移転し、主体的・協働的な学

びの場を拡充する。又、体育館および 2 号館エントランス（スロープ）を改修する。 

 看護学部では、新館 2 階演習室等における空調機更新工事を予定しており、快適な教育

環境の整備をめざす。 

 

【習志野キャンパス】 

 薬学部では、2019 年度から 2021 年度の 3 ヵ年で B 館改修工事を予定しており、2019 年

度は旧動物センター跡地の講義室への改修、エレベーターの改修、5 階 RI 施設の設備更新

工事を行う。又、A 館の屋上設備改修工事、薬用植物見本園の再整備も進める。 

 理学部では、経年劣化による汚れや浸水が目立ってきているⅣ号館の外壁（渡り廊下を含

む）補修工事を実施する。 

 健康科学部では、グループワークの授業使用を目的として 1 階講義室を拡張する。又、学

生の教育研究施設や設備に係る補助金獲得に向け情報収集し、補助金申請を検討していく。 

 習志野キャンパス共通の課題である南側ゾーンの再整備計画については、2019 年度は正

門整備に伴う高圧ケーブルのルート変更工事および中央道路整備に伴う外灯の更新工事を

予定している。 

 

【付属東邦中・高等学校】 

 教育環境整備として、引き続き校内照明の LED 化を推進するとともに、2018 年度より

導入した生徒安否確認システム「e-pa（イーパ）」を継続的に運用する。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 ICT 教育環境の充実に向けて LL 教室の整備を予定している。又、グラウンドの有効活用

を目的とした人工芝化の具体案と工事計画の検討を進める。 
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【その他】 

・軽井沢山荘の建替 

 軽井沢山荘は、帝国女子医学専門学校第１回卒業生である星野禮子様（星野リゾート現代

表の祖母上）よりご寄付頂いた土地に 1965 年に落成した。近年は施設の老朽化が進み、

2015 年度以降利用希望者は殆ど無い状況であったが、経緯を知る星野リゾートから、同社

が近隣に保有する土地・建物との等価交換等の具体的な提案が寄せられたため、大学の教

育・研究・厚生施設として永く有効に活用できる施設となるよう準備を進めている。2019

年度は、新規移転先での山荘プランの計画・立案・取得交渉を進めていく。 

 

（５）就職・キャリア支援の強化 

 習志野学事部キャリアセンターでは、学生・父母・教員・企業から信頼されるキャリアセ

ンターをめざし、学内企業説明会や就職セミナー等、就職支援プログラムの充実を図る。引

き続き、特別な支援を必要とする学生支援の学内外協力体制を整え、支援プログラムを計画、

実施する。又、キャリアセンタースタッフの知識・スキルの向上に向けて、外部研修やセミ

ナー・情報交換会へ積極的に参加することで支援体制の強化に努める。 

 

（６）内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施 

本学では、教育・研究水準の維持向上を図るため、各学部・研究科等の自己点検委員会と

自己点検事務局等が連携し、大学基準協会による大学評価の受審と 3 年ごとの自己点検・

評価を実施している。 

大学評価においては、2019 年度に認証評価を受審するため、4 月末までに自己点検・評

価報告書を作成・提出し、申請手続き等を進める。報告書提出後は、2019 年度春から秋頃

にかけて行われる書面評価、実地調査に対し、関係部署と協力の上、適切に対応する。又、

関連する刊行物や大学基準協会が実施するシンポジウム等に参加し、情報収集に努めると

ともに収集した情報を学内で共有する。 

自己点検・評価においては、第 6 回全学自己点検・評価実行委員会検証会を開催し、自己

点検・評価報告書について 2019 年 9 月時点での進捗状況を報告した上で、外部有識者の意

見を聴収し、内部質保証における客観性・妥当性を高めながら学内 PDCA サイクルの円滑

な運用につなげていく。 

 

（７）東邦大学国際交流センターの活動  

 東邦大学国際交流センターでは、各学部に設置している国際交流センターと協働し、海外

の大学との学術交流や教員・学生交流の企画・推進・取りまとめを行うことで本学における

国際交流の発展に努めている。学術交流について、海外の大学と締結している学術交流協定

は 2019 年 2 月現在、大学間協定 15 機関、学部間協定 19 機関（医学部 9 機関、薬学部 6 機

関、理学部 2 機関、看護学部 2 機関）となっており、さらに関係を深めるとともに新規交流
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先を開拓し、2019 年度末には 37 機関まで増加させることをめざす。 

 2019 年度は、協定大学への渡航者および海外からの学生受入れ人数、教員の海外派遣（留

学）人数の増加に向けて支援制度等に関する情報収集および周知を行う。又、留学生交流会

等学内イベントを企画し国際交流を促進するとともに、外国人学生や研究者、教育・研究機

関に魅力的な留学先・交流先として選ばれるよう、イベント情報や交流報告等について積極

的に英語サイトで発信していく。 

 

２.研究 

（１）研究の活性化と外部資金の獲得および不正防止の徹底 

2019 年度外部資金申請状況は、文部科学省科学研究費助成事業の新規申請は 262 件で、

2018 年度の 263 件と比べほぼ横ばいあるが、医学部では URA（University Research 

Administrator）による支援も行われ、採択率向上が期待される。厚生労働科学研究費補助

金は、研究代表者分が 3 件（新規 2 件・継続 1 件）、分担分 10 件の計 13 件、国立研究開発

法人日本医療研究開発機構（AMED）委託研究開発費は、研究代表者分が 5 件（新規 3 件・

継続 2 件）、分担者分 25 件の計 30 件であった。文部科学省施設・設備関係補助金は、研究

設備で理学部 1 件、ICT で医学部 1 件の計 2 件を申請し、日本学術振興会の「ひらめき☆

ときめきサイエンス」は、薬学部 1 件、看護学部 1 件の申請を行っている。 

研究支援においては、大型補助金獲得につながる学内の大型研究を育成するための新た

な取り組みを行う。又、教育・研究支援センターが主幹となり、本学教職員を対象にリカレ

ント教育につながる講演会等の活動を通して、本学の社会人大学院利用をプロモーション

するとともに、働きながら社会人大学院への通学を継続することが可能となるよう教育・研

究環境の整備について支援する等、全学的な教育研究支援活動を推進する。引き続き、産学

連携本部ならびにダイバーシティ推進センターと協働して、大学間連携の強化や研究活動

推進の支援を行っていく。 

管理面では、文部科学省より 2017 年 3 月 31 日付で研究費の管理・使用について、研究

者等の負担軽減や研究支援業務に関する事務の効率化により、研究支援体制のさらなる充

実に努めるよう事務連絡が発出されたのを受け、2019 年度も引き続き「管理・監査のガイ

ドライン」および「研究活動のガイドライン」に基づく体制整備の要件を満たしつつ、不正

防止対策ならびに使用ルールの改善を行っていく。又、科研費採択研究者による発生源入力

については、2016 年度以降に習志野地区、大森地区（医学部基礎教員・看護学部）で順次

運用を開始したが、2019 年度も新規採択者を発生源入力対象者に追加し運用の拡大を図っ

ていく。競争的資金に関する研究支援の一環として、教育・研究業績データベースと

researchmap の連動に向けて運用方法等を具体的に検討していく。又、2014 年 8 月 26 日

付公布の改訂版「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に準じ、引

き続き「全研究者等に対する研究倫理教育の受講義務化（eAPRIN 受講）」の徹底を図ると

ともに、春には科研費や他の競争的補助金の新規採択者等を対象とした使用ルールについ
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ての説明会を、秋には科研費採択者・他の競争的補助金の運営・管理に係る全ての教職員を

対象とした競争的資金の使用ルールの改正点等についての説明会を実施する。説明会未受

講者に対しては説明会の内容を e-Learning 化し受講を義務化するとともに、受講者全員に

習熟度テストを実施することで理解度を確認していく。 

研究者の研究環境を整備するための活動として 2018 年 4 月より開始した安全保障輸出

管理は、教育・研究支援センターを主幹として行い、リスト規制保有調査結果をもとに、審

査の濃淡管理に着手する。又、Web 登録システムの見直しを行い、教職員の利便性も高め

る。化学物質管理については、薬品管理システムを更新し、習志野地区から全学管理に移行

する支援を行う。「遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分（ABS）」について

は、2019 年度検討委員会を立ち上げ、遺伝資源等を取得し研究活動に利用する研究者の利

便性を高めるような学内ルールの作成に着手する。 

 

（２）大学院の充実 

【医学研究科】 

 大学院教育、研究指導に関するワークショップを実施し、大学院の授業を充実させる。

2017 年より開始した連携大学院制度においては、実質的な運用に向けて新たに連携大学院

分野を開設し、研究の高度化・多様化を図る。又、ポスター作成・配布による積極的な学生

募集を行う。 

 

【薬学研究科】 

 薬学研究科教育委員会を中心とし、大学院入学者の安定的確保のための施策を検討する。

又、奨励研究、学部内共同研究等の学部内研究助成を継続するとともに、企画委員会を中心

として先進的共通機器・設備導入のための支援や実務系研究室のウェット研究支援を検討

し、研究環境の充実を図る。 

 

【理学研究科】 

大学院への進学率向上に向けて 2019 年 3 月に実施した、大学院生のキャリアパスおよび

博士後期課程の人材育成に関する FD での討議を踏まえ、研究マインドの醸成をめざす。な

お、2018 年度より開始している千葉大学大学院と環境科学専攻の単位互換について、他専

攻でも参加が可能であるか 2019 年度中に検討していく。 

博士前期課程においては、2019 年度の教育職員免許法改正に伴い、2018 年度から教員専

修免許状取得に関するカリキュラムを一部改定している。改定したカリキュラムでの最初

の修了年度を迎えるまで、円滑に実施できるように努める。又、博士前期課程修了要件の全

専攻統一化を検討するとともに、博士前期課程・後期課程それぞれにおけるディプロマポリ

シーと現行カリキュラムとの整合性の向上施策の一環として、研究科共通科目のあり方に

ついても検討を開始する。 
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【看護学研究科】 

 2013 年 4 月の看護学研究科開設以降、看護学に対する社会のニーズは変化しており、大

学院教育のさらなる充実が求められている。新分野設置・既存分野統合等、開講分野の再整

備を行うことによって専門性を確保し、入学志望者がより選択しやすくなるようにカリキ

ュラム改正を検討してきた。2019 年度は、2020 年 4 月の新カリキュラム施行に向けて、文

部科学省へ教育課程変更申請を行う。 

 

３. 医療 

 2018 年 6 月に本法人創立 90 周年記念事業の集大成となる新大橋病院が開院し、区西南

部医療圏の基幹病院として地域医療機関との連携を深めながら高度な医療を提供している。 

 2019 年度は、10 月の消費税増税に伴う診療報酬改定が予定されている。2014 年の消費

税引き上げ時の対応が不十分であったことから、今回の改定では医療機関種類別の補填の

不足が是正される見込みである。高度急性期病院を中心とする本法人においても、いわゆる

「損税」負担の軽減が期待されており、引き続き全体の動向を注視しながら、3 病院・医学

部・法人が連携して収入確保に取り組んでいく。支出面においては、法人全体で推進してい

る経費節減プロジェクトと連携して医療コスト全般を抑制し、収益の最大化をめざす。 

 なお、新天皇の即位により過去最長となる 5 月の大型連休については、休診日の長期化

による医療提供の停滞が懸念されることから、3 病院においては 4 月 30 日、5 月 1 日、2

日の 3 日間を平日診療体制として対応する。 

 

（１）大森病院 

① 患者サービス 

 外来では引き続き看護外来を充実させ、専門性の高い看護師が各患者に応じた看護を提

供することで患者満足度の向上を図る。又、患者に安全・安心の療養環境を提供するため、

1 号館の耐震補強工事を 2018 年 11 月より開始しており、2019 年度中の完了をめざす。 

 

② 医療の質の向上 

 医療の質総合管理センターを中心に医療安全・感染対策の管理、情報共有を強化し、特定

機能病院として安全で質の高い医療を提供していく。又、周術期センター管理のもと、手術

支援ロボット「ダ・ヴィンチ」やハイブリッド手術室の稼働を促進することで、より一層高

度で低侵襲な手術を実施し、安全で効率的な手術室運営を図ることによって手術件数の年

間目標 10,000 件をめざす。さらに、多職種連携によるチーム医療を推進し、認知症ケア加

算等各加算の算定率向上を図る。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

 地域医療支援センターを中心に、地域医療機関への計画訪問・情報提供や紹介元への適切
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な返信を徹底することで地域医療機関との連携体制をさらに強化し、紹介数・逆紹介数の増

加につなげる。紹介においては、患者からの電話予約窓口を新設し、医療機関・患者双方の

利便性を向上させる予定である。又、ホームページのコンテンツを充実させ、積極的な情報

公開を行うべく、定期的に内容の見直しを実施して透明性を高めていく。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

1 号館の耐震補強工事により 1 号館 4 階病棟 46 床を 8 月から休床予定とし、在院日数の

短縮や予定入院患者数の増加等による適切な病床運営を行い、入院収入の維持をめざす。又、

工事に伴う 1 号館・2 号館の再整備とあわせて適正病床数を検討する予定である。その他、

チーム医療の増加、高度医療機器の稼働促進、特定入院ユニットの稼働率向上等、高度医療

の提供にも継続して取り組む。なお、2019 年 1 月にリノベーションが完了した 3 号館 6 階

特別個室病棟（全 31 室）は差額室料を増額しており、利用率向上をめざしていく。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

 病院における外国人患者の増加に向けて、2018 年 4 月より国際医療支援部門準備委員会

を立ち上げマニュアル等の準備を進めてきたが、2019 年 2 月に一般社団法人 Medical 

Excellence JAPAN（MEJ）より、渡航受診者の受入れに意欲と体制・取り組みのある病院

として Japan International Hospitals（JIH）推奨病院を取得しており、4 月からは国際医

療支援部門を新設し、外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）の取得をめざす。又、

2020 年の東京オリンピック・パラリンピックにおける救護所開設や、2022 年に予定されて

いる羽田空港跡地再開発事業についても、関係各所と連携しながら準備を進めていく。 

なお、働き方改革の一環として、医師や看護師の事務作業を他職種へ移管し負担を軽減す

るタスク・シフティングを推進するとともに、業務の見直しを行う予定である。 

 

（２）大橋病院 

① 患者サービス 

 2018 年 6 月に開院した新病院は、入院患者へゆとりある療養環境と充実したアメニティ

を提供している。小児地域救急体制の構築をめざし、大橋病院の施設を活用した夜間オープ

ン診療の開設に向けて、目黒区医師会・世田谷区医師会・玉川医師会と協議を進めている。

なお、運営には、目黒区等より財政的な支援を受ける予定である。 

 

② 医療の質の向上 

 新病院よりハイブリッド手術室を加えたことでより高度な手術の実施が可能となり、手

術件数が増加している。ICU・HCU・SCU の特定入院ユニットも高稼働率で推移しており、

血管撮影装置や MRI3 テスラをはじめとする最新の医療機器を活用し、都市型モデル病院

に相応しい高機能な医療を提供している。一方で、平日は病床稼働率が 100％を超える日も
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多く、入院のさらなる高効率化には、週末の稼働率向上と在院日数の短縮が不可欠である。

退院予約の徹底や病棟と連携した入退院支援の充実により、患者サポートセンターを中心

に病院全体で適切なベッドコントロールに取り組む。又、病院機能のさらなる充実と向上を

めざし、2020 年 2 月に病院機能評価受審を予定しており、プロジェクトチームを中心に準

備を進めていく。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

 新病院開院とともに開設した予約センターにおいて、2019 年 1 月より紹介状を持ってい

る外来患者からの電話初診予約を開始した。2019 年度は、外来受付に紹介患者専用の窓口

を設置し、紹介患者がよりスムーズに受診できる体制を構築する予定である。又、病診連携

室による地域医療機関への積極的な訪問と紹介元医療機関への返信システムの再構築によ

り、連携の強化・充実を図ることで地域完結型医療を推進する。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

 2018 年度上期は移転に伴い入院患者や救急車受入れ、手術の制限が生じていたものの、

開院後は順調に推移している。引き続き高稼働・高効率な病床運営に取り組むとともに、各

種加算の取得増加をめざす。又、2018 年 10 月よりリニアックが本格稼働し、IMRT（強度

変調放射線治療）や、SRT（定位放射線治療）等の高精度治療が可能となったため、治療件

数の増加を図る。 

 なお、継続的に取り組んでいる人件費の適正化については、全国的な課題である医療機関

の「働き方改革」を踏まえながら、診療規模に適した人員を検討する。 

 

（３）佐倉病院 

① 患者サービス 

 患者満足度調査を実施し、抽出された問題に対して改善策を検討・実施することで患者サ

ービスの向上を図るとともに、安全管理検討会や M&M（死亡症例検討会）を充実させ、患

者参加型医療安全システムを構築し、医療安全を推進する。 

 

② 医療の質の向上 

佐倉看護専門学校跡地を含めた佐倉病院再整備計画を推進しており、2019 年度は病床数

を削減する一方、7 月に透析ベッド 4 床の増設（計 7 床）を予定しているほか ICU 含め特

定入院ユニットのあり方を検討し、高度急性期医療への対応を強化していく。外来において

も、東棟 3 階に新たに内科診察室 3 室を増設し、フリーアクセス診察室とすることでスペ

ースの利便性・効率性の向上を図る。その他、災害時派遣医療チーム（DMAT）の強化や災

害対策 BCP（事業継続計画）の検証等、地域災害拠点病院としての機能を充実させていく。 
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③ 地域（病診）連携の推進 

 医療連携・患者支援センターを中心に、地域医療機関への計画的な訪問の実施や臨床病理

症例検討会等の開催により、医師会・地域の先生方と顔の見える連携を強化し、地域医療支

援病院として地域完結型医療を確立させ、紹介患者・逆紹介患者の増加に努める。又、がん

診療連携協力病院としても、引き続き内視鏡治療・化学療法・放射線治療・緩和ケア等、が

ん診療体制の充実を図る。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

 佐倉病院再整備計画の一環として、2019 年度は稼働病床数を 443 床から 415 床へ変更す

る。2018 年より開設した医療連携・患者支援センターの入退院支援部門における PFM

（Patient Flow Management）をさらに有効活用し、入院前から退院まで一貫した支援を

提供することで、DPC 入院期間Ⅱ（診断群分類ごとの全国平均在院日数）以内の退院患者

割合を高め、平均在院日数の短縮により、高効率な病床稼働をめざす。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

 ISO 15189（国際標準化機構が定めた臨床検査に関する国際規格に基づく技術能力の認定）

の受審に向けて、引き続き院内で準備を進め、臨床検査・病理診断の体制と環境の充実を図

る。教育面では、2020 年 1 月の卒後臨床研修評価機構（JCEP）による臨床研修評価受審

に向けて準備を進めるとともに、全教職員へ一時救命処置（BLS）の研修を実施する。又、

佐倉看護専門学校の閉校に伴い、学校跡地は IPE（多職種連携教育）施設として、旧マグノ

リア寮は学生・研修医の宿泊施設として整備することを検討している。今後、遠方からの学

生受入れや 5 学部合同研修の開催が可能となり、教育の質の向上が期待される。 

 

（４）羽田空港クリニック・羽田空港国際線クリニック 

 日本の玄関口である羽田空港にあるクリニックとして、急性疾患への適切なプライマリ

ケアを行い、両クリニックと大森病院が連携をとりながら、空港利用者と勤務者に対して安

心・安全で質の高い医療の提供に努めている。 

 2020 年の東京オリンピック・パラリンピックや羽田空港国際線発着枠拡大に伴い、今後

予想される外国人患者の増加に向けて、電話通訳サービスや翻訳アプリ等を有効活用する

とともに、クレジットカード決済の導入、職員の語学力の向上等、受診体制の強化を図る。

又、新型インフルエンザや輸入感染症等について最新情報の収集を行うとともに、航空機事

故や自然災害時等に空港内医療班としての役割を果たすよう訓練への参加や空港ビルとの

連携を強化する。空港内外に向けた広報活動としては、プレスリリース、健康ニュース、ホ

ームページ、学会発表等により空港内クリニックの知見を活かした情報を発信していく。 

 教育面においては、卒前教育・卒後臨床教育施設として、学生・研修医を積極的に受入れ

て人材育成に尽力する。 
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（５）病院経営収支分析の強化 

 3 病院の収支分析担当者、医事担当者と法人本部が一体となり、病院の共通課題および個

別課題に対して、診療・経営分析、情報共有を行っている。10 月より施行される消費税増

税に伴う診療報酬改定への対応については、病院運営戦略会議を中心に 3 病院・医学部・法

人本部が連携して検討を進める。又、個別課題については、法人本部・病院間の定例会議を

各病院にて開催し、より迅速に対応できる体制を構築する予定である。 

なお、2016 年度でプロジェクトが終了した 3 病院の医療材料管理については、3 病院の

用度課と法人本部が協力し、継続的に医療材料（償還材料等）の価格管理や価格交渉を行い、

診療材料費の適正化を図る。 

 

（６）３病院看護師等確保の活動および看護の質の向上に向けた取り組み 

 2019 年度より組織改変に伴い、看護キャリア支援センターが法人本部看護企画室へ統合

され、看護企画室は採用部門、教育部門を担うこととなった。 

採用においては、3 病院の看護部、看護企画室が連携し、3 病院が看護体制を維持するた

めに適正数の看護職員確保に向けた活動を推進していく。募集活動について、効果的な活動

となるよう学生の動向を分析しながら学外の看護大学への学校訪問、合同説明会への参加

を進め、インターンシップへの参加を促進する。又、看護学部、健康科学部の教員との連携

も強化することで本校生の採用応募の促進につなげる。 

 教育においては、引き続き、臨床看護の質の向上に向けて、各種研修の開催やキャリアカ

フェ、Web サイトによる情報発信等、教育・研究支援の充実を図る。 

  

４.管理経営 

（１）財政基盤の強化 

経営環境が厳しさを増すなか、本法人では将来の発展の礎となる教育や医療に関わる大

型投資を集中して進めてきた。2016 年度～2018 年度の中期経営計画で取り組んだ設備投

資金額は、通常期の 3 倍程度の水準となる 260 億円強に達する。 

一方で、各種経営改善にも引き続き積極的に取り組み、法人全体の最終的な収益を表す基

本金組入前当年度収支差額は、中期経営計画値 22.6 億円に対し約 2.5 倍の 55 億円前後に

達する見込みである。 

2019 年度は、新たな中期経営計画のスタート年度に当たる。積極的に取り組んできた大

型投資も昨年 6 月の新大橋病院開院を以ってひとつの区切りを迎え、今後数年間は大型投

資で蒔いた種を実らせるとともに一定の果実を収穫する時期を迎える。少子化の進行、社会

保障費全般の抑制策の進行等、経営環境は予断を許さない状況が続くが、引き続き法人の総

力を結集して基本金組入前当年度収支差額 12.2 億円の黒字予算達成に注力する。 

並行して、一連の大型投資を通じ一定のストレスがかかった本法人財政については、実効
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性の高い資金調達・運用の継続等を通じ、将来に向け盤石の財政基盤を構築していく。 

 

（２）経費節減プロジェクトの推進 

 2013 年度から実質的な取り組みを開始した経費節減プロジェクトは、法人全体が一丸と

なりコスト意識を高め、創意と工夫によりさまざまな業務の見直しや効率化に取り組んで

きた。7 年目を迎える 2019 年度は、引き続き、各所属においては細やかな取り組みを進め

るとともに、学内教職員から幅広い節減アイディアを募るため「Idea Box」を運用してい

く。又、法人主導項目については、「業務効率化による時間外業務削減」、「3 病院の機器・

備品購入の適正化」、「委託費・消耗品費・印刷製本費等の適正化プロジェクト」を実施して

いく。特に 2018 年度から開始した「委託費・消耗品費・印刷製本費等の適正化プロジェク

ト」については、「経費節減（本部）ワーキンググループ」を中心に 2021 年度までの 4 年

間で 3.5 億円以上の削減を目標に取り組んでいる。 

2019 年度も、より一層のコスト削減に努めていくとともに、さらなる削減に向けた施策

を推進していく。 

 

（３）アイデンティティ強化のための広報施策 

① 広報施策の強化 

 法人内での教育・研究・医療に関する取り組みや成果、学術的な知見等について、プレス

リリース等を通して学外へ情報発信することで法人全体の認知度向上を図る。特に 2020 年

の東京オリンピック・パラリンピックに向けて、羽田クリニック（国内線・国際線）と連携

し、戦略的な広報活動を推進する。又、各所属の広報担当者・Web 担当者による広報連絡

会の開催等により、広報活動に向けた学内連携、情報共有、意見交換を強化していく。 

 

② ホームページの充実 

 本法人各施設ホームページのアクセス数は、2018 年度 4～2 月累計で延べ 2,277 万件（大

学 1,307 万件、病院 601 万件、両中高 369 万件）、前年同期間比約 170 万件増と年々増加

しており、広報ツールとして益々その重要性を増している。閲覧者は PC、スマートフォン、

タブレット等、様々なデバイスを使用しているため、2019 年度にはレスポンシブ Web デザ

インに対応できるサイトの構築と運用を検討する。又、病院サイトにおいては、診療科ごと

のプライベートサイトを作成することでコンテンツをより充実させ、地域医療機関・患者・

研修医に向けた情報提供を強化していく。 

 サイト運用においては、最新情報の即時公開をめざし、外部委託を活用するとともに学内

での更新作業可能な人材を育成し、更新頻度の向上を図る。又、教職員に対する学内の情報

共有を円滑化すべく教職員ポータルサイトの整備を検討していく。 
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（４）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 

 2017 年 1 月号から 2018 年 4 月号まで連載され、学内外より好評を博した炭山理事長執

筆「東邦大学のルーツをたどる」第 2 部に引き続き、第 3 部として 2019 年 4 月号より新連

載の開始を予定している。新連載では、建学の精神のもと、本法人の学部・学校・病院の成

り立ちを当時の背景とともに開設順に紹介する。又、現在大森病院と法人本部にて検討して

いる羽田空港跡地再開発事業準備の進捗についても、今後定期的に掲載するよう準備を進

めていく。 

 

（５）産学連携の推進 

 2020 年度既成予定の羽田空港跡地まちづくり推進計画に向け、従来どおり医工連携（医

療機器等の開発）を念頭に置き、研究ニーズを共同研究として進め、特許出願さらには製品

化をめざす。又、大田区イノベーション活性化の観点から大田区「産学連携施設」内のサテ

ライトオフィスを維持するのみならず、羽田特区におけるサテライト拠点の設置および活

用に向けたスケジューリングを行う。 

大学の研究の活性化と研究力向上に向けて、教育機関との連携（学学連携）を継続的に推

進し、教育機関発の共同研究および特許出願をさらに展開するとともに、AMED をはじめ

とした特許出願を必須とする研究資金の獲得支援により、知的財産の出願件数の増加を図

る。 

 

（６）額田記念東邦大学資料室の充実 

 大学史に関する調査を綿密に行い、習志野メディアセンターや各学部ホームカミングデ

ー等での出張展示、企画展示を開催し、ホームページでの情報公開を行うことで同窓生を含

む学内関係者、学外に向けた広報活動を推進する。又、全国大学史資料協議会等を通じた学

外施設との交流を強化することで管理体制や展示活動の充実につなげる。 

 

（７）羽田空港跡地再開発推進計画について 

2022 年の事業開始に向けて準備を進めている。2019 年 12 月頃を目処に実施設計を開始

するべく、継続的に建物の基本設計について打ち合わせを行っている。又、横断的に複数の

診療科とヒアリングを実施し、本事業内での医療展開を検討している。その他、羽田という

立地を最大限に生かすべく、インバウンド患者の受入れを視野に情報収集を行っている。先

端医療研究に伴う医療ニーズの発掘を行い、地元企業と共に製品化する医工連携も本プロ

ジェクトの重要項目であり、その一環として 5 月に大田区産業振興協会等と合同セミナー

の開催を予定している。 

 

（８）株式会社東邦キャンパスサービスの動向 

 学校法人東邦大学との連携を強化し、教育・研究・医療の各分野へのサービス活動を通し
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て、法人の財政基盤のサポートをめざす。2019 年 10 月には消費税増税に伴う診療報酬改

定が行われることから、3 病院および法人本部と連携して医薬品・医療材料の価格交渉を行

う。又、2018 年度より稼働している大橋病院立体駐車場の安定運営に向けて、大橋病院と

連携し稼働率向上をめざす。 

 

以上 
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